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平成２７年度 一般競争入札による市有財産 

（証明写真撮影機設置場所）一時貸付けの御案内 

 
１ 趣旨 
  川崎市は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第２項第４号及び「かわさき資

産マネジメントカルテ」（平成２６年３月策定）に基づき、市有財産の有効活用を推進しています。

本件貸付けは、「証明写真撮影機」の設置及び運営ができる事業者（借受人）を一般競争入札により

決定し、借受人との間に川崎市施設内の証明写真撮影機設置場所の一時貸付契約を締結することによ

り施設の効用を高め、来庁する市民の方々などへの利便性を図ることを趣旨として実施します。また、

競争入札制度の導入により、契約の公平性・透明性の確保を図るとともに、川崎市の財源確保に資す

ることも期待されています。 
 
２ 入札物件（一時貸付物件） 

物件

番号 
所在地 
貸付場所 

施設管理者の 
問い合わせ先 

貸付 

面積 
（㎡） 

平成 26 年度 
販売数（枚） 

最低貸付料 
（円／月） 

入札保証金 
(円) 

１ 川崎市多摩区登戸 1775-1 
多摩区総合庁舎 1 階 

多摩区役所総務課 

044-935-3124 
1.05 2,003 46,000 40,000 

※ 貸付期間 平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までです。 
※ 入札書には１か月間の貸付料の金額（消費税及び地方消費税に相当する額を加算しない金額）を

御記入いただきますが、貸付料（契約金額）は、総価（貸付料総額）となりますので、契約はこの

総価で締結していただきます。 

※ 各物件の最低貸付料には、消費税及び地方消費税に相当する額は加算されておりません(落札金

額から算定する実際の貸付料は消費税相当額を加算した額となり、年度ごとに納入していただきま

す。)。 

※ 平成 26 年度の販売数は参考情報であり、事業者の申告に基づいています。 

 

３ 日程 
  「平成２７年度 一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け」の日程は、

次のとおりです。 
項     目 日     程 

入札案内書の配布 平成２８年２月４日（木）から２月１７日（水）まで 
受付期間 平成２８年２月１０日（水）から２月１７日（水）まで 
入札保証金納期限 平成２８年２月２３日（火） 
入札保証金領収書のコピー及び 
入札保証金提出書の提出期限 

平成２８年２月２４日（水） 

入札及び開札 平成２８年２月２６日（金） 
契約の締結期限 平成２８年３月１８日（金） 

 
４ 一般競争入札参加資格 
  次の ～ に該当する方は、入札に参加できません。 

  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者 
  川崎市契約規則（昭和３９年川崎市規則第２８号）第２条の規定に基づく資格停止期間中である

者 
  川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中である者 
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  国税又は川崎市税の未納がある者 
  本入札案内書に定める条件及び法令等を遵守し、「借受人が一時貸付物件（入札物件）に証明写

真撮影機を設置し、貸付期間中継続して営業・運営する事業」（以下「証明写真撮影機設置運営事

業」という。）を行う資力、能力等を有しない者 
  平成２５年度及び平成２６年度において、証明写真撮影機設置運営事業の実績を有しない者 
  川崎市暴力団排除条例（平成２４年川崎市条例第５号）第２条に規定する暴力団、暴力団員等、

暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められ

る者 
  神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項に違反

している事実がある者及び警察当局から排除要請がある者 
  委託契約その他の契約に当たり、その相手方が 又は のいずれかに該当することを知りながら、 
当該者と契約を締結している者 

  下記５の一般競争入札参加申込みに必要な書類を提出しない者 
 
５ 一般競争入札参加申込みに必要な書類 

  申込者が法人の場合 
ア 入札参加申込書（本入札案内書１９ページ） 
イ 川崎市暴力団排除条例にかかる誓約書（本入札案内書２０ページ） 
ウ 商業登記簿（履歴事項全部証明書） 
エ 代表者の印鑑証明書（法務局に届け出た印鑑の証明書） 
オ 国税の納税証明書 

（その３の３「法人税」及び「消費税及び地方消費税」の未納税額のない証明用）を提出する

こと。 
カ 川崎市税の納税証明書（川崎市内に本社又は事業所がある法人の場合） 

   (ア) 法人市民税 
申込み時点において終了している事業年度のうち直近２年度分の納税証明書をそれぞれ１

部ずつ提出すること（未納がないこと。）。 
(イ) 固定資産税（償却資産を含む。） 

平成２５年度及び平成２６年度の納税証明書をそれぞれ１部ずつ提出すること（未納がな

いこと。）。 
キ 財務諸表（写し・直前決算２年間分） 

損益計算書、貸借対照表、株主資本等変動計算書を提出すること。 
  申込者が個人の場合 
 ア 入札参加申込書（本入札案内書１９ページ） 
 イ 川崎市暴力団排除条例にかかる誓約書（本入札案内書２０ページ） 
ウ 印鑑登録証明書 

 エ 国税の納税証明書 
（その３の２「申告所得税」及び「消費税及び地方消費税」の未納税額のない証明用）を提出

すること。 
 オ 川崎市税の納税証明書（川崎市民の方のみ） 

(ア) 市民税・県民税 
平成２５年度及び平成２６年度の納税証明書をそれぞれ１部ずつ提出すること（未納がな

いこと。）。 
(イ) 固定資産税（償却資産を含む。） 

平成２５年度及び平成２６年度の納税証明書をそれぞれ１部ずつ提出すること（未納がな

いこと。）。 
カ 身分証明書 
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    破産者等でないことの証明書（本籍地の市区町村長発行）を提出すること。 
キ 登記されていないことの証明書 

    成年被後見人又は被保佐人とする記録がないことの証明書を提出すること。 
    問い合わせ先 東京法務局後見登録課 電話０３－５２１３－１３６０ 
           横浜地方法務局戸籍課 電話０４５－６４１－７９７６ 

ク 確定申告の際の提出書類一式（写し・直前決算２年間分） 
 ※ 証明書等の書類について 
   上記で提出いただく「商業登記簿」、「印鑑（登録）証明書」、「納税証明書」、「身分証明書」、「登

記されていないことの証明書」は、いずれも発行後３か月以内のもの（複写したものは不可）を提

出していただきます。 
 ※ 提出書類は返却いたしませんので、御了承願います。 
 ※ 川崎市が必要と判断した場合には、上記の他に追加資料を提出していただくことがあります。 

 

６ 契約上の主な条件 

  貸付契約の内容 
  本件一時貸付契約は、地方自治法第２３８条の４第２項第４号の規定に基づく貸付け（賃貸借契

約）です。 
  貸付期間 

貸付期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までです。 
  一時貸付物件の用途等 
  一時貸付物件は、「証明写真撮影機設置運営事業」の用途（以下「指定用途」という。）に供さな

ければなりません。また、証明写真撮影機の設置・運営に伴う工事費用、光熱費等の費用は借受人

の負担とします。 
  禁止事項 
 ア 一時貸付物件を指定用途以外の用途で使用することはできません。 
イ 一時貸付物件に建物を建築すること、又は工作物を設置することはできません（施設管理者が、

電気の供給のために工作物の設置の必要があると認める場合を除く。）。 
ウ 一時貸付物件を第三者に転貸し、又はそれに類似する行為をすることはできません。 
エ 本件賃借権を第三者に譲渡し、又は他の権利を設定することはできません。 
オ 一時貸付物件において公序良俗に反する用に供することはできません。 

  資料の提出等 
 ア 川崎市が、債権の保全上必要があると認めるとき、又は第三者に一時貸付物件を転貸している

疑いがある場合等において確認の必要があると認めるとき、川崎市は借受人に対してその参考と

なるべき資料の提出又は報告を求めることができるものとします。この場合、借受人は必ず川崎

市に協力しなければなりません。 
 イ 借受人は、設置した証明写真撮影機について、月ごとの売上高等の実績を川崎市に提出しなけ

ればなりません。 
  一時貸付物件の引渡し及び返還 

   一時貸付物件は、貸付期間の初日に現況有姿の状態で引き渡します。 
返還は、引渡し時点と同じ状態の原状に回復して行わなければなりません。ただし、貸付期間の

満了前に、次の貸付期間にも引き続き同じ一時貸付物件を使用することができることが明らかにな

ったときは、当該一時貸付物件を原状に回復することなく、引き続き使用することができます。 
  証明写真撮影機の設置については、次のとおりとしてください。 
ア 証明写真撮影機が使用可能な状態で常時設置されていること。 
イ 一時貸付物件が環境に配慮すべき自治体の公共施設内にあることに鑑み、省電力対応など、環

境負荷を低減した証明写真撮影機の設置に努めること。 
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ウ 節電への取組として、必要に応じて消灯に努めること。 
エ 電力供給不足等の際には、施設管理者の指示に従い営業時間を短縮する等の対応に努めること。 
オ 貸付期間の開始後、施設管理者の指示に従い速やかに指定の位置に証明写真撮影機を設置し、

設置後は、その完了した旨を当該施設管理者に報告すること。 
カ 上記オの報告後、施設管理者が確認を行い、施設管理上支障があると認められる場合には、指

示に従い速やかに是正すること。 
キ 証明写真撮影機の設置にあたっては、施設の躯体に負担のかからない方法により、転倒防止や、

歩行者の通行に配慮するなど、安全に十分に配慮すること。 
ク 電気工事を必要とするときは施設管理者の指示に従って行い、工事完了後は、その完了した旨

を直ちに当該施設管理者に報告し、検査を受けること。 
 ケ 証明写真撮影機（電源確保のため工事した電気設備を含む。）は、施設管理者の日常の管理責任

の範囲にあると解さないこと。 
  
  証明写真撮影機の運営については、次のとおりとしてください。 

  ア 証明写真撮影機では、個人番号カードの交付申請、旅券（パスポート）の発給申請、運転免許

証の申請、川崎市職員採用試験の申込のそれぞれに対応した証明写真が撮影可能であること。 
  イ 証明写真撮影機は、多言語（日本語を含む。）対応機器であること。 

ウ 証明写真撮影機の維持管理（機器の点検・保守、つり銭の補充、故障・盗難時の対応、苦情対

応、消耗品の補充、清掃等を含む。）は、借受人の責任において行うこと。 
エ 関係法令を遵守し、常に良好な状態で証明写真を撮影できるように運営すること。 

  証明写真撮影機の維持管理の頻度、方法、時間帯等については、施設管理者の指示に従ってくだ

さい。 
  証明写真撮影機について、付帯条件（本入札案内書９ページ）を履行してください。 

  貸付期間中に本件契約の解約を希望する場合は、解約希望日の６か月以上前に理由を付した書面

で解約を申し入れてください。解約日は川崎市が解約の申入れを受領した日から、６か月を経過し

た日の属する月の末日とし、既納の貸付料、電気料及び契約保証金は返還しません。 

  証明写真撮影機の写真撮影に要する価格は、借受人により任意に設定してください。 
  上記 ～ の条件に違反した場合には、貸付料総額（算定式は後記「１３ 貸付料について」を

参照）の１００分の３０に相当する額を、違約金として川崎市に支払っていただきます。 
 
７ 申込方法等 
  申込みにあたっては、本入札案内書を熟読し、契約の条件、現地の現況等を御自身で確認の上、お

申込みください。 
   受付期間 平成２８年２月１０日（水）から２月１７日（水）まで 

午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。） 
  受付場所 〒214-8570 川崎市多摩区登戸１７７５番地１ 

        川崎市多摩区役所まちづくり推進部総務課（多摩区総合庁舎１０階） 
        電話 044-935-3124 
   申込方法 前記 の受付場所に直接書類を持参又は郵送してください。 

※ 郵送の場合、平成２８年２月１７日（水）午後４時必着 

（不備のないようにお願いします。） 

 
８ 入札及び開札の日時、場所 
   入札及び開札の日時 平成２８年２月２６日（金）午後２時 

  入札及び開札の場所 多摩区総合庁舎 １１階 １１０２会議室 
             川崎市多摩区登戸１７７５番地１ 
※ 入札の受付は、平成２８年２月２６日（金）午後１時３０分から行います。 
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※ 入札開始時刻に遅れると入札に参加できませんので、受付終了５分前までに入室をお願いします。 
※ 入札参加者以外は入札（開札）会場への入室はできませんので、御了承ください。 

 ※ 入札（開札）会場への入室は、会場スペースの関係上、各社（者）２名までとさせていただきま

す。 
 
９ 入札の手続 
  入札保証金の納付等 
ア 入札保証金の納付 
  入札に参加するには、事前に入札保証金を納めていただく必要があります。前記２で入札保証

金納付額を御確認の上、平成２８年２月２３日（火）までに川崎市が発行する入札保証金納付書

により市の指定する指定金融機関等に納付してください。 
イ 入札保証金提出書 
（ア） 前記アで納付した入札保証金について、入札保証金提出書（本入札案内書２１ページ）

に必要事項を記載し、記名押印の上、提出していただきます。 
   （イ） 落札されなかった方等が納付した入札保証金については、返還いたします。 
       返還の手続は、前記（ア）の入札保証金提出書の入札保証金返還欄に記載された金融機

関への口座振込みにより返還いたします。なお、返還する入札保証金には利息は付しませ

ん。 
      ※ 返還までに１か月程度かかる場合がありますので、予め御了承願います。 

ウ 入札保証金領収書のコピー及び入札保証金提出書の提出 
次の書類を平成２８年２月２４日（水）（必着）までに多摩区役所まちづくり推進部総務課あ

てに郵送又は持参により提出してください。 
（ア） アにより納付した入札保証金領収書のコピー 

（持参により原本を事前に御提示いただければ、入札日当日の原本確認は不要となります。） 
   （イ） イの入札保証金提出書 
     ※ 期限までに郵送又は持参されない場合は、入札参加を辞退したものとみなします。 
   入札方法 
 ア 入札書に記載する入札金額は、１か月間の貸付料の金額（消費税及び地方消費税に相当する額

を加算しない金額）を記載してください。なお、最低貸付料には消費税及び地方消費税に相当す

る額が含まれておりません。 
  イ 入札書は、当日持参してください。郵送による入札は受け付けません。 

ウ 入札に参加される方は、所定の入札書（本入札案内書２２ページ上部）に必要事項を記載し、

記名押印の上、物件番号及び入札参加者名を記載した封筒に封入し、入札時に入札箱に投函して

ください。代理人の方が入札される場合は、委任状（本入札案内書２２ページ下部）が必要とな

りますので、必要事項を記載し、記名押印してください。なお、入札書の下部にある委任状は切

り取らないでください。 
エ 投函した入札書の書換え、引換え又は撤回はできませんので、十分御注意ください。委任状に

ついても同様です。 
   入札時に持参する書類 
  ア 入札参加申込書の写し（申込みの受付時にお渡ししたもの） 
  イ 入札書（本入札案内書２２ページ上部） ※「委任状」は切り取らないでください。 

ウ 委任状（本入札案内書２２ページ下部） 
    代理人の方が入札される場合に必要となります。前記 ウを御参照ください。 

エ 入札保証金領収書（原本） 
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    入札保証金の納付について確認しますので、受付の際に提示してください。 
（事前に原本を御提示いただいている方は、提示する必要はありません。） 

 
１０ 入札の無効 

次の各号の一つに該当する入札は無効とします。 
  入札に参加する資格がない人の入札 
  所定の日時までに入札保証金の納付のない人の入札 
  入札事項を記載しない入札書又は一定の数字をもって金額を表示しない入札書による入札 
  同一物件の入札について、２通以上の入札書を提出した人の入札 
  他人の代理を兼ね、又は２人以上の代理をした人の入札 
  入札者の記名押印のない入札書による入札 
  要領が不明確な入札書による入札 
  入札に関し、不正行為があった人の入札 
  最低貸付料に達しない貸付料で入札した人の入札 
  その他この入札案内書で指定した以外の方法により入札した人の入札 

 
１１ 落札者の決定及び一般競争入札参加資格の審査等 

落札候補者は、最低貸付料以上の価格をもって有効な入札を行った方のうち最高の価格をもって入

札を行った方とします。当該落札候補者については、前記４に記載した入札参加資格を満たしている

か否かの最終的な資格審査を行います。併せて、落札候補者決定後に提出していただく書類（※）か

ら、証明写真撮影機設置運営事業の実績の審査を行った上で落札者を決定します。資格審査の結果、

当該落札候補者に資格がないと認めたときは、当該入札を無効とし、順次、入札価格の高い方を落札

候補者として同様の審査を行い、落札者を決定します。 

また、落札候補者となるべき方が２人以上あるときは、直ちに「くじ」によって落札候補者を決定

します。落札候補者となるべき方はくじ引きを辞退することはできません。 

入札物件の最低貸付料は前記２に記載のとおりです。 

なお、最低貸付料に達しない価格で入札した方の入札は、無効となりますので御注意ください。 

 

 ※ 落札候補者決定後に提出していただく書類は、次のとおりです。詳細は落札候補者決定後に説明

しますので、その指示に従って作成し、提出してください（書類は説明時に配布します。）。 

① 平成２５年度及び平成２６年度に証明写真撮影機設置運営事業を行った実績を申告する書類 
② 設置する証明写真撮影機の仕様（寸法等）に関する書類 

 

１２ 契約の締結等 

  契約の締結 
落札者は、平成２８年３月１８日（金）までに川崎市と市有財産一時貸付契約（以下「本件契約」

という。）を締結していただきます（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。契約書（案）は、１３ペー

ジから１７ページまでのとおりです。なお、契約は総価（貸付料総額。算定式は後記「１３ 貸付

料について」を参照）で行います。 

また、本件契約に貼付する収入印紙及び本件契約締結に関して必要な費用は、借受人（落札者）

の負担となります。 

なお、本件契約を締結しない場合は、落札は無効となり入札保証金は川崎市に帰属することにな

ります。また、川崎市契約規則第２条に基づき、最長３年間、川崎市の一般競争入札に参加するこ

とができなくなることがあります。 
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  契約保証金 

ア 本件契約締結と同時に契約保証金として契約金額（貸付料総額。算定式は後記「１３ 貸付料

について」を参照）の１０分の１以上（円未満切上げ）を納付していただきます。 

なお、入札にあたって納付された入札保証金は、契約保証金の一部に充当しますので、その差

額を納付してください。 

イ 契約保証金は本件契約期間が満了したとき、貸付物件の原状回復を確認後、借受人（落札者）

の請求に基づき利息を付さずに返還します。ただし、借受人（落札者）の解約申入れにより本件

契約が解約されたときは、納付された契約保証金は川崎市に帰属することになります。 

ウ 借受人（落札者）が本件契約上の義務を履行しないときは、川崎市は本件契約を解除します。

この場合、納付された契約保証金は川崎市に帰属することになります。 

 

 

１３ 貸付料について 

貸付料については、当初の年度分の貸付料にあっては貸付期間の開始日から起算して３０日以内に、

次年度の貸付料にあっては当該年度の４月３０日までに、川崎市が発行する納入通知書により納入し

てください。ただし、納付の期限の日が金融機関の休日に当たるときは、次の営業日を納入の期限の

日とします。 
  また、貸付料の算定は、 落札金額×１２か月＝税抜き貸付料（年額） として、各年度ごとの貸

付料を次のとおり算定し、合計額を貸付料総額（契約金額）とします。 

 

  ＜貸付料総額算定表＞                  単位：円（いずれも円未満切捨て） 

年度 算定期間 貸付料算定式 

平成２８年度 
平成２８年４月１日～ 

平成２９年３月３１日 
税抜き貸付料（年額）×1.08（消費税相当額を加算） 

平成２９年度 
平成２９年４月１日～ 

平成３０年３月３１日 
税抜き貸付料（年額）×1.08（消費税相当額を加算） 

平成３０年度 
平成３０年４月１日～ 

平成３１年３月３１日 
税抜き貸付料（年額）×1.08（消費税相当額を加算） 

貸付料総額（契約金額） 各年度貸付料の合計額 

 ※ 貸付期間中に消費税率の変更があった場合には、適用となる消費税率により消費税相当額を変更 

します。 

 
１４ 証明写真撮影機に係る電気料 

証明写真撮影機に係る電気料（借受人が証明写真撮影機に係る電気について電力会社と供給契約を 

締結し、当該電気の使用料を電力会社に支払う場合を除く。）については、川崎市が四半期ごと（請

求予定月：１月、４月、７月、１０月）に発行する納入通知書により、当該納入通知書で指定する日

（その日が金融機関の休日に当たるときは、次の営業日）までに、川崎市に納入していただきます。

電気料の算出方法は次のとおりです。 

 

電気料（月額（円未満切り捨て）消費税及び地方消費税に相当する額を含む。） 

＝市が支払う月額使用料×当月使用量（子メーター表示）／当月使用量（親メーター表示） 

 

※ 電気料の支払方法、算定方法は、川崎市（施設管理者）と借受人とが協議の上、変更する場合が 

あります。 
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１５ 入札結果の公表 
入札の結果については、その内容（物件所在地、落札金額、相手方）を公表します。 

 

１６ その他 
  事情により予告なく入札を変更し、又は取り止める場合等があります。 

   本入札案内書に定めるもののほか、地方自治法、地方自治法施行令、川崎市財産規則、川崎市契

約規則、川崎市競争入札参加者心得、その他関係法令等の定めるところによります。 
   本入札案内書に関する問い合わせ先は、次のとおりです。 

〒214-8570 川崎市多摩区登戸１７７５番地１ 

川崎市多摩区役所まちづくり推進部総務課（多摩区総合庁舎１０階） 

電話 044-935-3124 
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 留意事項 

 
１ 現地確認について 

申込みにあたって現地の状況を確認される場合、必ず施設管理者へ事前連絡の上、訪問されるよう

お願いします。 

 

２ 設置場所等について 

設置場所については、配置図（本案内書１８ページ）を参照願います。 
 なお、契約締結後の設置準備及び作業等については、施設管理者の指示に従ってください。 
また、電気については、証明写真撮影機近くから供給できます。 

 
３ 証明写真撮影機等の移設等 

一時貸付物件のある施設内の事務室の配置変更、施設の建替え、施設の管理形態変更等により、貸 
付期間中に証明写真撮影機の移設又は撤去を川崎市が指示した場合は、速やかに指示に従ってくださ

い。川崎市が証明写真撮影機の撤去を指示した場合は、撤去した証明写真撮影機に係る既納の貸付料

のうち、川崎市が貸付物件の返還を受けた日の翌日以降の分を返還いたします（移設を指示した場合

は、原則として貸付料を返還いたしません。ただし、移設により著しく証明写真撮影機運営に影響が

出ると予想される場合は、別途、市と協議の上、対応を決定することとします。）。 
 
４ 証明写真撮影機設置の条件について 
  外装について 

一時貸付物件のある施設内の壁等の内装を考慮し、原則として証明写真撮影機の正面及び側面に 
シールのない標準の外装としてください。 
※ 見本及び使用方法等の必要最低限のシールについては、施設管理者と協議の上、使用可能とし 
ます。 

   営業時間について 
   原則として借受人（落札者）が設定するものとします。 
   ただし、多摩区総合庁舎が開庁する平日及び土日・休日（年末年始の１２月２９日から１月３日

を除く）の午前８時００分から午後９時００分までは営業を行うものとします。 
   なお、上記以外の時間で営業を行わない時間がある場合については、タイマー等により証明写真

撮影機を休止していただきます。 
  
５ 多摩区役所の証明写真を必要とする住民基本台帳カード等の交付件数について 

  多摩区役所の証明写真を必要とする住民基本台帳カード等の交付件数は、次のとおりです。 

  ＜住民基本台帳カード等の交付件数一覧＞ 
（従来の住民基本台帳カードが、平成 28 年 1 月より個人番号カードに変わります。） 

業 務 交付件数（H26） 

住民基本台帳カード 1901 件 

身体障害者手帳 456 件 

精神保健福祉手帳 960 件 

療育手帳 96 件 
  
６ 多摩区役所が住所を管轄する区域の人口について 

  多摩区役所が住所を管轄する区域の人口（平成２７年９月１日現在）は、214,669 人です。 
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   参 考 

地方自治法（抄） 
（行政財産の管理及び処分） 

第２３８条の４  行政財産は、次項から第４項までに定めるものを除くほか、これを貸し付け、交換し、

売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定することができない。 
２  行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度において、貸し付け、又は私

権を設定することができる。 
―――――――（省略）――――――― 

  行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地（以下この号において

「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余裕がある場合として政令で定める場合にお

いて、当該普通地方公共団体以外の者（当該庁舎等を管理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適

正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該余裕がある部分を貸し付けるとき

（前３号に掲げる場合に該当する場合を除く。）。 
 

地方自治法施行令（抄） 
（一般競争入札の参加者の資格）  
第１６７条の４  普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に

係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。  
２  普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

られるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。

その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とす

る。  
   契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関

して不正の行為をしたとき。  
   競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。  
   落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  
   地方自治法第２３４条の２第１項 の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執

行を妨げたとき。  
   正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  
   この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 
 

川崎市契約規則（抄） 
（一般競争入札参加者の制限） 

第２条 一般競争入札（以下「競争入札」という。）に参加しようとする者が、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「令」という）第１６７条の４第２項各号の規定に該当すると認められる

ときは、その者について３年以内の期間を定めて競争入札に参加させないことができる。その者を代

理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 
２ 前項の規定は、落札し、契約の締結をしない者にも適用があるものとする。 
 

無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（抄） 
（再発防止処分） 

第８条 
―――――――（省略）――――――― 

２ 前項の規定により行うことができる処分は、次に掲げるものとする。 
  いかなる名義をもってするかを問わず、土地又は建物を新たに取得し又は借り受けることを、地
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域を特定して、又は特定しないで禁止すること。 
 

川崎市暴力団排除条例（抄） 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ当該各号に定めるところによる。 
  暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 
  暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 
  暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 
  暴力団排除 暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより市民生活又は事業活動に生じ

た不当な影響を排除することをいう。 
  暴力団経営支配法人等 法人その他の団体（以下「法人等」という。）であってその役員（業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称

を有する者であるかを問わず、法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役、又はこれらに

準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等に該当す

る者があるもの又は暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な

影響力を有するものをいう。 
（市の契約事務における暴力団排除） 

第７条 市は、公共工事の発注その他契約に関する事務の執行により暴力団の活動を助長し、又は暴力

団の運営に資することのないよう、暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係

を有すると認められるもの（法人等にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又

はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有するものをいう。）の市が実施する入札

への参加の制限その他の必要な措置を講ずるものとする。 
 

神奈川県暴力団排除条例（抄） 
（契約の締結における事業者の責務） 

第２２条 事業者は、その事業に係る取引が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することと

なるおそれがあると思料するときは、当該取引の相手方、当該取引の媒介をする者その他の関係者が

暴力団員又は暴力団経営支配法人等でないことを確認するよう努めるものとする。 
２ 事業者は、その事業に関して書面による契約を締結する時は、その契約書に、当該契約の履行が暴

力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することが判明したときは当該契約を解除することがで

きる旨を定めるよう努めるものとする。ただし、当該契約の履行が暴力団の活動を助長し、又は暴力

団の運営に資することとなるおそれがないことが明らかなときは、この限りでない。 
３ 事業者は、前項の規定により契約書においてその契約を解除できる旨を定めた場合において、当該

契約の履行が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することが判明したときは、当該契約の

定めに従い、当該契約を解除するよう努めるものとする。 

（利益供与等の禁止） 

第２３条 事業者は、その事業に関し、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法

人等に対し、次に掲げる行為をしてはならない。 

  暴力団の威力を利用する目的で、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

  暴力団の威力を利用したことに関し、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

２ 事業者は、その事業に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、

暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対して出資し、又は融資する

こと。 

  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、

暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等から出資又は融資を受けること。 
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  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、

暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に、その事業の全部又は一部を

委託し、又は請け負わせること。 

  暴力団事務所の用に供されることが明らかな建築物の建築を請け負うこと。 

  正当な理由なく現に暴力団事務所の用に供されている建築物（現に暴力団事務所の用に供されて

いる部分に限る。）の増築、改築、又は修繕を請け負うこと。 

  儀式その他の暴力団の威力を示すための行事の用に供され、又は供されるおそれがあることを知

りながら当該行事を行う場所を提供すること。 

  前各号に掲げるもののほか、暴力団の活動を助長し、暴力団の運営に資することとなるおそれが

あることを知りながら、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対し

て金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 
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市
有

財
産

一
時

貸
付

契
約

書
（

案
）
 

  １
 
件
 
 
 
 
 
名
 
 
 
平
成
２
７
年
度
 
 

一
般
競
争
入
札
に
よ
る
市
有
財
産
（
証
明
写
真
撮

影
機
設
置
場

所
）
 

一
時
貸
付
け
 
物
件
番
号
１
 

 ２
 
一

時
貸

付
物

件
 
 
 
一
時
貸
付
物
件
一
覧
表
の
と
お
り
 

 ３
 
貸
付
料
（
契
約
金
額
）
 
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 円

 

 
 
（
う
ち
取
引
に
係
る
消
費
税
額
及
び
地
方
消
費
税
額
 
金
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
円
）
 

 ４
 
貸

付
期

間
 
 
 
平
成
２
８
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
３
１
年
３
月

３
１
日

ま
で
 

 ５
 
契

約
保

証
金
 
 
 
金
 
 
 
 
 
 
 
円
 

(契
約

金
額

の
1
0分

の
１
以

上
(円

未
満

切
上

げ
)の

額
) 

  

上
記
の
一
時
貸
付
物
件
に
つ
い
て
、
川
崎
市
を
貸
付
人
、
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

を
借
受

人
と

し
、

「
平

成

２
７

年
度

 
一

般
競
争

入
札
に

よ
る

市
有
財

産
（
証

明
写
真
撮

影
機

設
置

場
所

）
一

時
貸

付
け

の
案

内
書

」
に

基
づ

き
、
貸
付
人
と
借
受
人
と
の
間
に
お
い
て
、
別
紙
「
証
明
写
真
撮
影
機
設
置
場

所
一
時
貸
付

契
約
約

款
」
に
よ

り
一
時

貸
付
契
約
を
締
結
し
、
信
義
に
従
い
誠
実
に
こ
れ
を
履
行
す
る
も
の
と
す
る
。
 

な
お
、
本
件
契
約
は
、
借
地
借
家
法
（
平
成
３
年
法
律
第
９
０
号
）
の
適
用
は
な
い

も
の

と
す
る

。
 

本
件

契
約

の
締

結
を

証
す

る
た

め
、

本
契
約
書

２
通
を

作
成

し
、

貸
付

人
と

借
受

人
と

が
そ

れ
ぞ

れ
記

名
押

印
の

上
、
各
自
１
通
を
保
有
す
る
。
 

  

平
成
２
８
年
 
 
月
 
 
日
 

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
貸
付
人
 
川
崎
市
 

川
崎

市
長

 
福
 
田
 
紀
 
彦
 
 

   
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
借
受
人
 
住
 
所
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏
 
名
 
 

    

 
 
 
 
 
証
明
写
真
撮
影
機
設
置
場
所
一
時
貸
付
契
約
約
款
 

 

（
目
的
）
 

第
１

条
 
こ
の
約
款
は
、

本
件
契
約
の

履
行
に
つ
い
て
必
要

な
事
項
を
定

め
る

も
の
と
す
る

。
 

（
一
時
貸

付
物

件
の
用
途
等
）

 

第
２

条
 
 
借

受
人

は
、

一
時

貸
付

物
件

に
証

明
写

真
撮

影
機

を
設

置
し

、
貸

付
期

間
中

継
続

し
て

、
営

業
・

運
営

す

る
事
業
（

以
下

「
証
明
写
真
撮

影
機
設
置
運
営
事

業
」
と
い
う

。
）

を
行
う
も
の
と

す
る

。
 

２
 

借
受
人

は
、
一
時

貸
付
物

件
を

証
明

写
真
撮

影
機
設
置
運

営
事
業
の

用
途

（
以
下
「
指

定
用
途

」
と
い
う

。
）
に

使
用
し
な

け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

３
 

借
受

人
は

、
証

明
写

真
撮

影
機

設
置

運
営

事
業

に
必

要
な

設
置

費
、

維
持

管
理

費
そ

の
他

の
費

用
を

自
ら

負
担

し
、
次
の

各
号

に
定
め
る
事
項

を
遵
守
し
て
一
時

貸
付
物
件
を

使
用

し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。
 

 
 
証
明

写
真

撮
影
機
の
設
置

 

ア
 
証
明

写
真
撮
影
機
が
、
使

用
可
能
な
状

態
で

常
時
設
置
さ

れ
て
い
る
こ
と
。
 

イ
 
一
時

貸
付
物
件
が
環
境
に

配
慮
す
べ
き

自
治

体
の
公
共
施

設
内
に
あ
る
こ
と
に

鑑
み

、
省
電

力
対

応
な
ど
環

境
負

荷
を
低
減
し
た

証
明

写
真
撮

影
機

の
設
置
に
努
め

る
こ

と
。
 

ウ
 
節
電

へ
の
取
組
と
し
て
、

必
要
に
応
じ

て
消

灯
に
努
め
る

こ
と
。
 

エ
 
電
力

供
給
不
足
等
の
際
に

は
、
施
設
管

理
者

の
指
示
に
従

い
営
業
時
間
を
短
縮

す
る

等
の
対

応
に

努
め
る
こ

と
。
 

オ
 
本
契

約
書
第
４
項
の
貸
付

期
間
（
以
下

「
貸

付
期
間
」
と

い
う
。
）
の
開
始
後

、
施

設
管
理

者
の

指
示
に
従

い
速

や
か
に
指
定
の

位
置

に
証
明

写
真

撮
影
機
を
設
置

し
、

設
置
後
は
、

そ
の

完
了
し
た
旨

を
当
該
施
設
管

理

者
に

報
告
す
る
こ
と

。
 

カ
 
オ
の
報
告

後
、

施
設
管
理
者

が
確
認
を
行
い
、
施

設
管

理
上
支

障
が

あ
る
と
認
め
ら

れ
る
場
合
に

は
、

指
示

に
従

い
速

や
か
に
是
正
す

る
こ

と
。
 

キ
 
証
明
写
真

撮
影

機
の
設
置
に

あ
た
っ
て
は
、
施
設

の
躯

体
に
負

担
の

か
か
ら
な
い
方

法
に
よ
り
、

転
倒

防
止

や
、

歩
行

者
の
通
行
に
配

慮
す

る
な
ど
、
安

全
に
十
分
に
配
慮

す
る
こ
と
。
 

ク
 
電
気

工
事
を
必
要
と
す
る

と
き
は
、
施

設
管

理
者
の
指
示

に
従
っ
て
行
い
、
工

事
完

了
後
は

、
そ

の
旨
を
直

ち
に

当
該
施
設
管
理

者
に

報
告
し

、
検

査
を
受
け
る
こ

と
。

 

 
ケ
 
証
明
写
真
撮
影
機
（
電
源
確
保
の
た
め
工
事
し
た
電
気
設
備
を
含
む
。）

は
、
施
設
管
理
者
の
日
常
の
管
理
責

任
の
範
囲
に
あ
る
と
解
さ
な
い
こ
と
。

 
 

 
 
 
証
明
写
真
撮
影
機
の
運
営
 

 
 

ア
 
証
明
写
真
撮
影
機
で
は
、
個

人
番
号
カ
ー

ド
の
交

付
申
請
、
旅

券
（

パ
ス
ポ
ー
ト

）
の
発
給
申
請

、
運
転
免

許
証

の
申
請
、
川
崎

市
職
員
採
用

試
験
の

申
込

の
そ
れ

ぞ
れ

に
対

応
し

た
証
明

写
真

が
撮
影

可
能
で
あ
る
こ

と
。

 
イ
 
証
明
写
真
撮
影
機
は
、
多
言
語
（
日
本
語
を
含
む
。）

対
応
機
器
で
あ
る
こ
と
。

 
ウ
 
証
明

写
真
撮
影
機

の
維
持

管
理
（
機
器

の
点
検
・
保
守
、

つ
り
銭
の
補

充
、

故
障
・

盗
難
時

の
対

応
、
苦

情

対
応
、
消
耗
品
の
補
充
、
清
掃
等
を
含
む
。）

は
、
借
受
人
の
責
任
に
お
い
て
行
う
こ
と
。

 
エ
 
関
係
法
令
を
遵
守
し
、
常
に
良
好
な
状
態
で
証
明
写
真
を
撮
影
で
き
る
よ
う
に
運
営
す
る
こ
と
。

 
 

 
証
明

写
真

撮
影
機
の
維
持

管
理
 

 
証
明
写
真
撮
影
機

の
維
持
管
理

の
頻
度
、
方
法

、
時

間
帯
等
に
つ

い
て

は
、
施
設
管
理

者
の
指
示
に

従
う

こ
と
。
 

 
 

 
証
明
写
真
撮
影
機

の
付
帯

条
件
 

 
 

 
証
明
写
真
撮
影
機

の
仕
様
に
つ

い
て
は
、
付
帯
条
件

を
履
行
す
る

こ
と

。
 

（
貸
付
料

）
 

第
３

条
 
貸
付
料
の
支
払

い
は
、
次
の

各
号
の
と
お
り
と
す

る
。
 
 

 
 
借

受
人
は
、
別

紙
「
納
入
通

知
額
一
覧

表
」
に

お
い
て

、
納
入
年

度
の
欄
の

区
分
に

応
じ

納
入
通

知
額

の
欄
に
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記
載
す
る
貸
付
料
を
、
貸
付
人
が
発
行
す
る
納
入
通
知
書
に
よ
り
、
貸
付

人
に
納
入
し
な

け
れ
ば
な
ら

な
い

。
 

 
 
借
受
人
は
、
当
初
の
年
度
分
の
貸
付
料
に
あ
っ
て
は
貸
付
期
間
の
開
始
日
か

ら
起
算

し
て

３
０
日

以
内

に
、
そ

れ
以
降
の
年
度
分
の
貸

付
料
に
あ
っ
て
は
当
該
年
度
の
４
月
３
０
日
ま
で
に
、

貸
付
人
に

納
入

し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
そ
れ

ら
の
納
入
の
期
限
と
す
る
日
が
金
融
機
関
の
休
日
に
当

た
る
と
き

は
、

次
の

営
業
日

を
納

入
の
期
限
の
日
と
す
る
。
 

 
 
 
貸
付
人
は
、
第
１
８
条
第
１
項
（
第
７
号
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ

り
本
件
契
約
を

解
除
し
た
と
き
、

又
は

第
 

１
９
条
の
規
定
に
よ
り
本
件
契
約
が
終
了
し
た
と
き
は
、
既
納
の
貸
付
料

を
借
受
人
に
返

還
し
な
い
。
 

 
 
 
貸
付
人
は
、
第
１
８
条
第
１
項
第
７
号
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
り
本
件

契
約
の
全
部
又

は
一
部
を
解
除
し

た
と
 

き
、
納
入
通
知
額
一
覧
表
の
貸
付
料
に
基
づ
き
、
一
時
貸
付
物
件
の
返
還

を
受
け
た
日
の

翌
日
以
降
分

の
既

納
の
 

貸
付
料
を
借
受
人
に
返
還
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
貸
付
料
の
改
定
）
 

第
４
条
 
貸
付
人
は
、
一
時
貸
付
物
件
に
つ
き
特
別
の
費
用
を
負
担
す
る
こ
と

に
な
っ
た
と

き
そ
の

他
正
当
な

理
由
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
借
受
人
に
対
し
て
貸
付
料
の
増
額
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
る

。
 

（
証
明
写
真
撮
影
機
に
係
る
電
気
料
）
 

第
５
条
 
借
受
人
は
、
証
明
写
真
撮
影
機
に
係
る
電
気
料
（
借
受
人
が
証
明
写

真
撮
影
機
に

係
る
電

気
に
つ
い

て
電
力

会
社
と
供
給
契
約
を
締
結
し
、
当
該
電
気
の
使
用
料
を
電
力
会
社
に
支
払
う
場
合

を
除
く

。
）

に
つ
い

て
、

貸
付
人

が
月
を
単
位
と
し
て
発
行
す
る
納
入
通
知
書
に
よ
り
、
本
項
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
算

出
す

る
額
を

、
当

該
納
入

通
知
書
で
指
定
す
る
日
（
そ
の
日
が
金
融
機
関
の
休
日
に
当
た
る
と
き
は
、
次
の

営
業
日

）
ま

で
に
貸

付
人

に
納
入

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

電
気
料
（
月
額
（
円
未
満
切
り
捨
て
）。

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
相
当
す
る
額
を
含
む
。）

 

＝
市
が
支
払
う
月
額
使
用
料
×
当
月
使
用
量
（
子
メ
ー
タ
ー
表
示
）
／
当
月
使
用
量
（
親
メ
ー
タ
ー
表
示
）
 

２
 
貸
付
人
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
受
人
と
協
議
の
上
、
電
気

料
の
算
出
方

法
を
実

情
に
即
し

た
取
扱

い
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 
借
受
人
は
、
第
１
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
貸
付
人
と
協
議
の
上
、
年

度
を
単
位
と

す
る

等
の
方

法
に
よ
り
電

気
料
を
納
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

４
 
貸
付
人
は
、
第
１
８
条
第
１
項
（
第
７
号
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
本

件
契
約
を
解

除
し

た
と
き

、
又
は
第
１

９
条
の
規
定
に
よ
り
本
件
契
約
が
終
了
し
た
と
き
は
、
既
納
の
電
気
料
を
借
受
人
に

返
還

し
な
い

。
 

（
貸
付
料
の
延
滞
料
）
 

第
６
条
 
借
受
人
は
、
第
３
条
第
２
号
の
納
入
期
限
日
ま
で
に
貸
付
料
を
納
入

し
な
い
と
き

は
、
当

該
納
入
期

限
日
の

翌
日
か
ら
納
入
し
た
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
、
そ
の
納
入
し
な
い
貸
付
料
に
年
１

４
．
５

パ
ー

セ
ン
ト

の
割

合
で
計

算
し
た
金
額
（
１
０
０
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
、
又
は
当
該
金
額
が
５
０
０

円
未
満

で
あ

る
と
き

は
、

そ
の
端

数
金
額
又
は
当
該
金
額
を
切
り
捨
て
る
。
）
を
延
滞
料
と
し
て
、
貸
付
人
の
発
行

す
る
納

付
書

に
よ
り

、
貸

付
人
に

納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
充
当
）
 

第
７
条
 
貸
付
人
は
、
借
受
人
が
納
入
し
た
金
額
を
そ
の
名
目
い
か
ん
に
か
か

わ
ら
ず
、
何

ら
催
告
な
し
に

、
債

務
不

履
行
の
延
滞
料
、
契
約
保
証
金
、
貸
付
料
の
順
で
当
該
債
務
不
履
行
の
弁
済
に
充
当

す
る

。
 

２
 
貸
付
人
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
借
受
人
が
納
入
し
た
金
額
を
債
務
不
履

行
の
弁
済
に

充
当
し
た
と
き

は
、

弁
済

充
当
日
、
弁
済
充
当
額
等
に
つ
い
て
借
受
人
に
書
面
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
し
、

借
受

人
は
、

そ
の

通
知
を
受
け

た
日
か
ら
３
０
日
以
内
に
、
貸
付
人
の
発
行
す
る
納
付
書
に
よ
り
、
当
該
充
当
さ
れ

る
前

の
名
目

と
し

た
債
務
履
行

額
の
不
足
額
を
追
加
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

３
 
借
受
人
は
、
納
入
し
た
貸
付
料
に
前
項
の
不
足
額
が
生
じ
る
と
き
は
、
同

項
の
納
入
期

限
日
に
か
か
わ

ら
ず

、
当

該
不
足
額
を
前
条
の
そ
の
納
入
し
な
い
貸
付
料
の
額
と
み
な
し
、
同
条
の
規
定
を
適

用
し

て
計
算

す
る

延
滞
料
を
貸

付
人
に
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
契
約
保

証
金

）
 

第
８

条
 
借
受
人
は
、
本

件
契
約
の
締

結
と
同
時
に
、
地
方

自
治
法
（
昭

和
２

２
年
法
律
第

６
７
号
）
第
２

３
４

条
の

２
第
２
項

に
規

定
す
る
契
約
保

証
金
（
以
下
「
契

約
保
証
金
」

と
い

う
。
）
と
し
て

本
契

約
書
第

５
項

に
規
定
す
る
 

契
約
保
証

金
の

額
を
貸
付
人
の

発
行
す
る
納
付
書

に
よ
り
、
貸

付
人

に
納
入
し
な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

２
 

納
付
済
の
入
札
保
証

金
は
、
前
項

の
契
約
保
証
金
の
一

部
と
し
て
充

当
す

る
。
 

３
 

第
４
条
の
規
定
に
よ

り
貸
付
料
が

増
額
さ
れ
た
場
合
の

契
約
保
証
金

は
、

貸
付
料
の
増

額
と
同
様
の
割

合
で

、
貸

付
料
増
額

の
日

か
ら
改
正
さ
れ

る
も
の
と
し
、
借

受
人
は
、
増

額
後

の
契
約
保
証
金

の
額

（
円
未

満
切

上
げ
）
と
従

前
の
契
約

保
証

金
の
額
と
の
差

額
を
、
貸
付
人
の

発
行
す
る
納

付
書

に
よ
り
、
当
該

増
額

の
日
か

ら
３

０
日
以
内
に

貸
付
人
に

納
入

し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

４
 
貸

付
人
は
、
本
件
契

約
の
終

了
後
、
借
受

人
の

第
２
０
条
第

１
項
（
第
３
号

を
除

く
。
）

に
規

定
す
る
義
務
の

履
 

行
（
た
だ

し
書

を
適
用
す
る
場

合
を
含
み
、
第
２

号
を
適
用
す

る
場

合
は
第
１
８
条

第
１

項
第
７

号
に

該
当
す
る
と
 

き
に
限
る

。
）

を
確
認
し
た
と

き
は
、
借
受
人
の

請
求
に
よ
り

遅
滞

な
く
納
入
さ
れ

て
い

る
契
約

保
証

金
を
借
受
人
 

に
返
還
す

る
。
 

５
 

契
約
保
証
金
に
は
、

利
息
を
付
さ

な
い
。
 

６
 

貸
付
人
が
第
１
８
条

第
１
項
（
第

７
号
を
除
く
。
）
の

規
定
に
よ
り

本
件

契
約
を
解
除

し
た
と
き
、
借

受
人

が
第

１
９
条
の

規
定

に
よ
り
本
件
契

約
を
解
約
し
た
と

き
、
又
は
借

受
人

が
第
２
０
条
第

１
項

の
義
務

を
履

行
し
な
い
と

き
は
、
契

約
保

証
金
は
貸
付
人

に
帰
属
す
る
。
 

７
 

借
受
人
は
、
前
項
の

規
定
に
よ
る

本
件
契
約
の
解
除
に

伴
い
契
約
保

証
金

を
貸
付
人
に

帰
属
さ
せ
た
こ

と
に

対
し

て
、
一
切

の
異

議
申
立
て
等
を

す
る
こ
と
が
で
き

な
い
。
 

８
 

借
受
人
は
、
貸
付
人

に
対
す
る
契

約
保
証
金
の
返
還
請

求
権
を
第
三

者
に

譲
渡
し
、
又

は
質
権
、
譲
渡

担
保

そ
の

他
い
か
な

る
方

法
に
よ
っ
て
も

契
約
保
証
金
の
返

還
請
求
権
に

担
保

を
設
定
し
て
は

な
ら

な
い
。
 

（
一
時
貸

付
物

件
の
引
渡
し
）

 

第
９

条
 
貸
付
人
は
、
貸

付
期
間
の
初

日
に
、
一
時
貸
付
物

件
を
現
況
有

姿
の

状
態
で
借
受

人
に
引
き
渡
す

。
 

２
 

前
項
の
引
渡
し
は
、

貸
付
人
の
立

会
い
の
上
で
行
う
も

の
と
す
る
。
 

（
か
し
担

保
責

任
）
 

第
１

０
条
 

借
受
人
は

、
本
件

契
約

の
締

結
後
、

一
時
貸
付
物

件
に
数
量

の
不

足
そ
の
他
隠

れ
た
か

し
の
あ
る

こ
と
を

発
見
し
て

も
、

貸
付
料
の
減
免

、
損
害
賠
償
そ
の

他
の
請
求
を

す
る

こ
と
が
で
き
な

い
。

 

（
禁
止
事

項
）
 

第
１

１
条
 
借
受
人
は
、

次
に
掲
げ
る

行
為
を
し
て
は
な
ら

な
い
。
 

 
 
一
時
貸
付
物
件
を
指
定
用
途
以
外
の
用
途
に
供
す
る
こ
と
。

 
 
 
一
時
貸
付
物
件
に
建
物
を
建
築
す
る
こ
と
、
又
は
工
作
物
を
設
置
す
る
こ
と
。

 
 
 
一
時
貸
付
物
件
を
第
三
者
に
転
貸
し
、
又
は
そ
れ
に
類
似
す
る
行
為
を
す
る
こ
と
。

 
 
 
本
件
賃
借
権
を
第
三
者
に
譲
渡
し
、
又
は
他
の
権
利
を
設
定
す
る
こ
と
。

 
 
 
一
時
貸
付
物
件
に
お
い
て
、
公
序
良
俗
に
反
す
る
用
に
供
す
る
こ
と
。

 
２
 

借
受
人
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
電

気
の
供

給
の
た
め
に

必
要

が
あ
る
と
施

設
管
理
者
が
認

め
る
と
き

は
、
一
時
貸
付
物
件
に
工
作
物
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
（
修
繕
義
務
）
 

第
１

２
条
 

借
受
人
の

責
め
に

帰
す

る
事

由
以
外

の
事
由
に
よ

り
一
時
貸

付
物

件
の
修
繕
を

要
す
る

と
き
は
、

貸
付
人

と
借
受
人

と
が

協
議
し
て
そ
の

経
費
の
負
担
を
決

定
す
る
も
の

と
す

る
。
 

（
滅
失
又

は
毀

損
の
通
知
）
 

第
１

３
条
 

借
受
人
は

、
一
時

貸
付

物
件

の
全
部

又
は
一
部
が

滅
失
又
は

毀
損

し
た
場
合
に

は
、
直

ち
に
貸
付

人
に
そ

の
状
況
を

通
知

し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

（
滅
失
又

は
毀

損
の
原
状
回
復

）
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第
１
４
条
 
借
受
人
は
、
そ
の
責
に
帰
す
る
事
由
に
よ
り
一
時
貸
付
物
件
を
滅

失
し
、
又
は

毀
損
し
た
と
き

は
、

借
受

人
の
負
担
に
お
い
て
原
状
に
回
復
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
保
全
義
務
等
）
 

第
１
５
条
 
借
受
人
は
、
善
良
な
る
管
理
者
と
し
て
の
注
意
を
も
っ
て
一
時
貸

付
物
件
の
維

持
保
全
に
努
め

な
け

れ
ば

な
ら
な
い
。
 

２
 

借
受

人
は

、
前
項

の
注
意

を
怠

る
等
そ

の
責
め

に
帰
す
べ

き
事

由
に

よ
っ

て
第

三
者

に
損

害
を

与
え

た
場

合
に

は
、
そ
の
賠
償
の
責
め
を
負
う
も
の
と
し
、
貸
付
人
が
借
受
人
に
代
わ
っ
て
そ
の

賠
償
の

責
め

を
果
た

し
た

場
合
に

は
、
貸
付
人
は
借
受
人
に
求
償
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
資
料
の
提
出
等
）
 

第
１
６
条
 
貸
付
人
は
、
債
権
の
保
全
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
、
又
は

第
三
者
に
一

時
貸
付
物
件
を

転
貸

し
て

い
る
疑
い
が
あ
る
場
合
等
に
お
い
て
確
認
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の

参
考

と
な
る

べ
き

資
料
の
提
出

又
は
報
告
を
借
受
人
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
借
受
人
は
、
貸
付
人
か
ら
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、

正
当
な
理
由

な
く
そ
の
請
求

を
拒

み
、

妨
げ
又
は
忌
避
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

３
 
借
受
人
は
、
設
置
し
た
証
明
写
真
撮
影
機
に
つ
い
て
、
月
ご
と
の
売
上
高

等
の
実
績
を

貸
付
人
に
提
出

し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 
（
違
約
金
）
 

第
１
７
条
 
借
受
人
は
、
貸
付
期
間
中
に
、
第
２
条
、
第
１
１
条
及
び
前
条
に

規
定
す
る
義

務
に
違

反
し
た
と

き
は
、

本
契
約
書
第
３
項
に
規
定
す
る
貸
付
料
（
契
約
金
額
）
の
１
０
０
分
の
３
０
に
相

当
す
る

額
（

円
未
満

切
捨

て
）
を

違
約
金
と
し
て
貸
付
人
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
前
項
の
違
約
金
は
、
次
条
第
２
項
又
は
第
２
１
条
第
１
項
に
規
定
す
る
損

害
賠
償
の
予

定
又
は

そ
の
一
部

と
解
釈

し
な
い
。
 

（
契
約
の
解
除
）
 

第
１
８
条
 
貸
付
人
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
本
件
契
約
を
解

除
す
る
こ
と

が
で

き
る
。
 

  
 
 
借
受
人
が
納
入
期
限
後
３
か
月
以
上
貸
付
料
の
支
払
い
を
怠
っ
た
と
き

。
 

 
 
 
借
受
人
が
第
１
１
条
に
規
定
す
る
禁
止
事
項
に
違
反
し
た
と
き
。
 

 
 
 
借
受
人
が
本
件
契
約
に
定
め
る
義
務
を
履
行
し
な
い
と
き
。
 

 
 
 
借
受
人
の
事
業
内
容
、
資
力
、
信
用
状
態
等
の
重
要
な
事
項
に
関
し
て

、
虚
偽
が
あ

っ
た
と
き
。
 

 
 
 
借
受
人
が
、
破
産
、
会
社
更
生
、
民
事
再
生
、
清
算
又
は
特
別
清
算
そ

の
他
倒
産
法

制
上
の

手
続
に
つ

い
て
、

借
受
人
の
取
締
役
会
で

そ
の
申
立
て
を
決
議
し
た
と
き
、
又
は
第
三
者
（
借
受

人
の
取
締

役
を

含
む

。
）
に

よ
っ

て
、
そ
の
申
立
て
が
な
さ
れ
た
と
き
。
 

 
 
 
借
受
人
の
発
行
す
る
手
形
又
は
小
切
手
が
不
渡
り
と
な
っ
た
と
き
。
 

 
 
 
貸
付
人
に
お
い
て
、
公
用
又
は
公
共
用
に
供
す
る
た
め
一
時
貸
付
物
件

を
必
要
と
す

る
と
き
。
 

 
 
 
借
受
人
が
川
崎
市
暴
力
団
排
除
条
例
第
７
条
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
等

、
暴
力
団
経

営
支
配
法
人
等

又
は

暴
力
 

団
員
等
と
密
接
な
関
係
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
と
き
。
  

 
 
 

 
借
受
人
が
神
奈
川
県
暴
力
団
排
除
条
例
（
平
成
２
２
年
神
奈
川
県
条
例

第
７

５
号
）

第
２

３
条
第
１
項
又

は
第

 

２
項
に
違
反
し
た
と
き
。
 
 

 
 
 

 
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
借
受
人
が
委
託
契
約
そ
の
他
の
契
約
を
締
結
す

る
に

当
た
り

、
そ

の
相
手
方
が
前

２
号

 

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
、
当
該
者
と
契
約
を
締
結

し
た
と
認
め
ら

れ
る
と
き
。

  

 
 
 

 
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
借
受
人
が
、
第
９
号
又
は
第
１
０
号
の
い
ず
れ

か
に

該
当
す

る
者

を
委
託
契
約
そ

の
他

 

の
契
約
の
相
手
方
と
し
て
い
た
場
合
（
前
号
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。

）
に
、
貸
付
人

が
借
受
人
に

対
し

て
当
 

該
契
約
の
解
除
を
求
め
、
借
受
人
が
こ
れ
に
従
わ
な
か
っ
た
と
き
。
 

２
 
借
受
人
は
、
貸
付
人
の
解
除
権
の
行
使
に
伴
い
、
第
８
条
第
６
項
の
規
定

に
よ
り
貸
付

人
の
帰

属
と
す
る

契
約
保

証
金
の
額

を
超

え
て
貸
付
人
に

損
害
が
あ
る
と
き

は
、
そ
の
損

害
を

賠
償
し
な
け
れ

ば
な

ら
な
い

。
 

３
 

貸
付
人
は
、
解
除
権

を
行
使
し
た

と
き
は
、
借
受
人
の

負
担
し
た
契

約
の

費
用
を
償
還

し
な
い
。
 

４
 

貸
付
人

は
、
解
除

権
を
行

使
し

た
と

き
は
、

借
受
人
の
支

払
っ
た
違

約
金

及
び
一
時
貸

付
物
件

に
支
出
し

た
必
要

費
、
有
益

費
そ

の
他
一
切
の
費

用
を
償
還
し
な
い

。
 

５
 

借
受
人

は
、
貸
付

人
の
解

除
権

の
行

使
に
伴

い
発
生
し
た

損
失
に
つ

い
て

、
貸
付
人
に

そ
の
補

償
を
請
求

す
る
こ

と
は
で
き

な
い

。
 

６
 
 第

３
項
か
ら
前
項

ま
で
の

規
定
は
、
第

１
項

第
７
号
に
該

当
す
る
場
合
は

適
用

し
な
い

も
の

と
す
る
。
 

 
（

解
約
の
申
入
れ
）
 

第
１

９
条

 
借
受
人

は
、
貸
付
期

間
中

に
、
貸
付

人
に
対
し
、

書
面

に
よ
り
本

件
契
約
の
解

約
を

申
し
入

れ
る
こ
と

が
で
き
る

。
 

２
 

前
項
の

場
合
、
解

約
申
入

れ
の

書
面

を
貸
付

人
が
受
領
し

た
日
か
ら

、
６

か
月
を
経
過

し
た
日

の
属
す
る

月
の
末

日
に
本
件

契
約

は
終
了
す
る
も

の
と
す
る
。
 
 

（
一
時
貸

付
物

件
の
返
還
）
 

第
２

０
条
 

借
受
人
は

、
次
の

各
号

に
掲

げ
る
区

分
に
従
い
、

当
該
各
号

に
定

め
る
日
ま
で

に
、
一

時
貸
付
物

件
を
原

状
に
回

復
し
て
貸
付

人
に
返
還
し

な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。
た

だ
し
、
貸

付
期
間
の

満
了
前

に
、

次
の
貸

付
期

間
に
も

引
き
続

き
同
じ
一
時

貸
付
物
件
を

使
用
す
る

こ
と
が

で
き
る

こ
と
が
明

ら
か
に
な

っ
た
と

き
は

、
当
該

一
時

貸
付
物

件
を
原
状

に
回

復
す
る
こ
と
な

く
、
引
き
続
き
使

用
す
る
こ
と

が
で

き
る
。
 

 
 

 
貸
付
期
間
の
満
了

に
よ
る

場
合

 
貸
付
期
間
の
満
了

の
日
 

 
 

 
第
１
８
条
の
規
定

に
よ
り

貸
付

人
が
本
件
契
約
を
解

除
す
る
場
合

 
貸

付
人
の
指
定

す
る
日
 

 
 

 
前
条
の
規
定
に
よ

り
借
受

人
が

本
件
契
約
の
解
約
を

申
し
入
れ
る

場
合

 
前
条
第
２

項
で
定
め
る
日
 

２
 

前
項
の
返
還
は
、
貸

付
人
の
立
会

い
の
上
で
行
う
も
の

と
す
る
。
 

３
 
 貸

付
人

は
、
借
受
人

が
第
１

項
に
規
定
す
る

義
務
を
履
行

し
な
い

と
き

は
、
借

受
人

が
設

置
す

る
証
明

写
真

撮
影

機
を
移

設
し
、
事
務

管
理
を
す
る

こ
と
が
で

き
る
も

の
と
す

る
。
こ
の

場
合
に
お

い
て
、

借
受

人
は
、

第
８

条
第
６

項
の
規

定
に
よ
り
貸

付
人
の
帰
属

と
す
る
契

約
保
証

金
の
額

を
超
え
て

貸
付
人
に

費
用
が

生
じ

る
と
き

は
、

そ
の
超

え
た
費
用

を
貸

付
人
に
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

（
損
害
賠

償
）
 

第
２

１
条
 

借
受
人
は

、
そ
の

責
に

帰
す

る
事
由

に
よ
り
一
時

貸
付
物
件

の
全

部
又
は
一
部

を
滅
失

し
、
又
は

毀
損
し

た
場
合

に
お
い
て
、

貸
付
人
が
負

担
し
て
原

状
に
回

復
し
た

と
き
は
、

当
該
滅
失

し
、
又

は
毀

損
し
た

こ
と

に
よ
る

損
害
に
相

当
す

る
金
額
そ
の
他

費
用
等
を
損
害
賠

償
と
し
て
貸

付
人

に
支
払
わ
な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
 

２
 

借
受
人

は
、
第
１

８
条
第

１
項

第
７

号
の
規

定
に
よ
り
貸

付
人
が
本

件
契

約
を
解
除
し

た
場
合

に
お
い
て

、
借
受

人
に
損
害

が
生

じ
る
と
き
は
、

貸
付
人
に
そ
の
補

償
を
請
求
で

き
る

も
の
と
す
る
。
 

３
 

借
受
人

は
、
貸
付

人
の
責

め
に

帰
す

る
事
由

に
よ
り
証
明

写
真
撮
影

機
へ

の
電
力
の
供

給
が
停

止
さ
れ
、

販
売
品

に
損
害
が

生
じ

た
と
き
は
、
貸

付
人
に
そ
の
補
償

を
請
求
で
き

る
も

の
と
す
る
。
 

（
有
益
費

等
の

請
求
権
の
放
棄

）
 

第
２

２
条
 

借
受
人
は

、
貸
付

期
間

が
満

了
し
た

場
合
に
お
い

て
、
一
時

貸
付

物
件
に
投
じ

た
改
良

費
等
の
有

益
費
、

修
繕
費
等

の
必

要
費
そ
の
他
の

費
用
が
あ
っ
て
も

、
こ
れ
を
貸

付
人

に
請
求
し
得
な

い
も

の
と
す

る
。
 

（
不
当
介

入
の

排
除
）
 

第
２

３
条

 
借

受
人

は
、

契
約

の
履

行
に

当
た

っ
て

、
暴

力
団

又
は

暴
力

団
員

等
か

ら
の

不
当

介
入

を
受

け
た

場
合

は
、
遅

滞
な
く
貸
付

人
に
報
告
す

る
と
と
も

に
、
所

管
の
警

察
署
に
通

報
し
、
捜

査
上
必

要
な

協
力
を

し
な

け
れ
ば

な
ら
な
い

。
 

（
契
約
の

費
用

）
 

第
２

４
条
 
本
件
契
約
の

締
結
に
要
す

る
費
用
は
、
借
受
人

の
負
担
と
す

る
。
 

（
住
所
等

の
変

更
の
届
出
）
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第
２
５
条
 
借
受
人
は
、
そ
の
住
所
又
は
氏
名
（
法
人
の
場
合
に
あ
っ
て
は
所

在
地
又
は
名

称
）

に
変
更

が
あ
っ
た
と

き
は
、
速
や
か
に
貸
付
人
に
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。
 

（
証
明
写
真
撮
影
機
の
利
用
者
等
へ
の
対
応
）
 

第
２
６
条
 
借
受
人
は
、
証
明
写
真
撮
影
機
設
置
運
営
事
業
に
よ
り
発
生
す
る

ト
ラ
ブ
ル
、

苦
情
等

に
つ
い
て

一
切
の

責
任
を
持
っ
て
解
決
す
る
。
 

（
証
明
写
真
撮
影
機
等
の
移
設
等
）
 

第
２
７
条
 
借
受
人
は
、
一
時
貸
付
物
件
の
あ
る
施
設
内
の
事
務
室
の
配
置
変

更
、
施
設
の

建
替
え

、
そ
の
他

施
設
管

理
上

の
事

情
等

に
よ

り
、

施
設

管
理

者
が
指
定

し
た

位
置
を

変
更

せ
ざ

る
を

得
な

い
と

の
貸

付
人

の
判

断
に

基
づ

き
、
貸
付
人
か
ら
証
明
写
真
撮
影
機
の
移
設
に
つ
い
て
請
求
を
受
け
た
と
き
は
、

借
受
人

の
負

担
に
よ

り
、

施
設
管

理
者
が
新
た
に
指
定
す
る
位
置
に
当
該
証
明
写
真
撮
影
機
を
移
設
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い

。
た

だ
し
、

移
設

に
よ
り

著
し
く
証
明
写
真
撮
影
機
運
営
に
影
響
が
出
る
と
予
想
さ
れ
る
場
合
は
、
貸
付
人

と
借
受

人
と

が
協
議

の
上

、
そ
の

対
応
を
決
定
す
る
。
 

２
 
借
受
人
は
、
施
設
管
理
上
の
事
情
等
に
よ
り
、
貸
付
人
が
証
明
写
真
撮
影

機
の
移
設
先

を
確
保

で
き
な
い

と
判
断

し
た
と
き
は
、
証
明
写
真
撮
影
機
を
撤
去
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
疑
義
の
決
定
）
 

第
２
８
条
 
本
件
契
約
に
関
し
疑
義
の
あ
る
と
き
、
又
は
定
め
の
な
い
事
項
が

あ
る
と
き
は

、
川
崎

市
契
約
規

則
（
昭

和
３
９
年
川
崎
市
規
則
第
２
８
号
）
等
に
よ
る
ほ
か
貸
付
人
と
借
受
人
と
が
協
議
の

上
、

そ
の
内

容
を

決
定
す
る
。
 

（
合
意
管
轄
）
 

第
２
９
条
 
本
件
契
約
か
ら
生
ず
る
一
切
の
法
律
関
係
に
基
づ
く
訴
え
に
つ
い

て
は
、
横
浜

地
方
裁

判
所
を
第

一
審
の

専
属
的
合
意
管
轄
裁
判
所
と
す
る
。
 

本
契

約
書

第
２

項
関
係
 

 

 
 
 
 
一
時

貸
付
物
件
一
覧

表
 

 物
件
番
号
 
１
 

所
在
地
 

貸
付
場
所
 

（
施
設
管
理
者
）
 

貸
付
面
積
 

（
㎡
）
 

付
帯
条
件
 

川
崎
市
多
摩
区
登
戸
17
7
5-
1 

多
摩
区
総
合
庁
舎
1階

 

（
多
摩
区
役
所
総
務
課
）
 

1
.0
5 

外
装
（
※
１
）
 

営
業
時
間
（
※
２
）
 

 （
※

１
）
 
証
明
写
真
撮

影
機
の
正
面

及
び
側
面
に
シ
ー
ル

の
な
い
標
準

の
外

装
と
す
る
こ

と
。
た
だ
し
、
 

必
要
最
低
限
の

シ
ー
ル
に
つ
い

て
は
施
設
管
理
者

と
協
議
の
上

、
使

用
可
能
と
す
る

。
 

（
※

２
）
 
原
則
と
し
て

、
借
受
人
が

設
定
す
る
も
の
と
す

る
。
 

た
だ

し
、
多
摩
区
総
合
庁

舎
が
開
庁
す

る
平

日
及
び
土
日
・

休
日
（
年
末

年
始

の
１
２
月
２

９
日
か
ら
１

月
３
日
を
除
く

）
の
午
前
８
時

０
０
分
か
ら
午
後

９
時
０
０
分

ま
で

は
営
業
を
行
う

も
の

と
す
る

。
 

な
お

、
上
記
以
外
の
時
間

で
営
業
を
行

わ
な

い
時
間
が
あ
る

場
合
に
つ
い

て
は

、
タ
イ
マ
ー

等
に
よ
り
証

明
写
真
撮
影
機

を
休
止
す
る
こ

と
。
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納
入
通
知

額
一
覧
表
 

 物
件
番
号
 

１
 

貸
付
場
所
 

（
施
設
管
理
者
）
 

納
入
通
知
額
（
円
）
 
 
（
う
ち
取
引
に
係
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
額
（
円
）
）
 

平
成
2
8年

度
 

平
成
2
9年

度
 

平
成
30
年
度
 

計
 

多
摩
区
総
合
庁
舎
1階

 

(多
摩
区
役
所
総
務
課
）
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

計
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

（
 
 
）
 

 

-17-



　多摩区役所１階

場所番号 所 在 地 多摩区登戸１７７５番地１１

※ 案内図及び配置図は、物件概要を把握するための参考資料ですので、現地の状況等については、必ずご自身で調
査、確認の上、お申し込みください。なお、案内図及び配置図と現地の現況が異なる場合は、現況が優先されます。

案 内 図

配 置 図

0.75m

1.
4m

行政サービス端末

場所番号1

1.05㎡

風除室

庁舎内

ＡＴＭコーナー

庁舎屋外
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平成  ２８  年　　　　月　　　　日

 住　所又は
 所       在

〒             － 電話         （           ）

ふりがな

氏　名又は

法人名・ 実  印

代表者名

     １   申込者は、「平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け

       の案内書」の 「５　一般競争入札参加申込みに必要な書類」に記載された書類の提出が必要となります。

     ２   提出書類に押印する印鑑（実印）は、すべて同一のものを使用してください。

     ３   入札及び開札の日時及び場所

     （１）日      時   平成２８年２月２６日（金）午後２時  

     （２）場      所   多摩区総合庁舎　１１階　１１０２会議室　　川崎市多摩区登戸１７７５番地１   

     （３）受付時間  午後１時３０分～午後２時

1

　標記の市有財産貸付けの一般競争入札に参加したいので、必要書類を添えて申し込みます。
　なお、私は「平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付けの
案内書」に記載された内容を全て承知の上、次のことを誓約します。
①　平成２５年度及び平成２６年度において、証明写真撮影機設置運営事業の実績を有していること。
②　本申込書及び本申込みに必要な書類が全て事実と相違ないこと。

入札参加申込書
平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け

（宛先） 

川崎市長

※　本入札参加申込書は、参加を希望する物件ごとに１枚提出してください。
※　入札時は、本入札参加申込書（写し）を必ず持参してください。

申  込  者

入札物件

物件
番号
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平成 年 月 日

（宛先） 川　崎　市　長

※

※

川崎市暴力団排除条例に係る誓約書
（平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け）

　私（当法人及び当法人役員等）は、川崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同
条第３号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条
に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないことを誓約します。
　また、上記の者でないことを確認するため、川崎市が本様式に記載された全ての者の個人情報
を神奈川県警察本部に照会することについて同意します。

申込者 住所又は
所 在 地（入札者）

氏名又は
名　　称

代表者名

役職名
ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 生年月日 性別 住　所

氏　名 （年号M/T/S/H） （M/F) （ﾏﾝｼｮﾝ名･部屋番号）

例）取締役
ｶﾜｻｷ ﾀﾛｳ

S 35 4 10 M
川崎市川崎区宮本町456-1

川崎　太郎 多摩川ﾏﾝｼｮﾝ301号

入札者が個人の場合は役職名を記載する必要はありません。

役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他
いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役、又
はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。

実印
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平成  　２８　  年　　　　　　月            日

（宛先） 

川崎市長

入 札 者

所        在

〒             － 電話         （           ）

ふりがな

法人名・ 実  印

代表者名

百万 千 円

￥ 4 0 0 0 0

（返還先）

銀行 支店

※  １  入札保証金提出書は、物件ごとに提出してください。

     ２   入札参加申込者、入札者及び口座名義人（請求者）は、すべて同一人にしてください。

     ３   入札保証金の金額は、納付金額を記載してください。

     ４  提出書類に押印する印鑑（実印）は、すべて同一のものを使用してください。

     ５  入札保証金提出書と入札保証金領収書のコピー（A4ｻｲｽﾞ）を一緒に提出してください。

     ６  上記５の提出期限は、平成２８年２月２４日（水）です。

　　 ７　上記５において入札保証金領収書の原本を御提示いただいた場合、入札日当日の原本確認

　　 　　は不要となります。

口座番号

（ふりがな）

（平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け）

   平成２８年２月２６日執行の市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付けの一般競争
入札における「物件番号　１　番」の入札保証金として下記の金額を提出します。

   なお、落札とならなかったとき、その他返還事由が生じた場合は、既に提出した入札保証金
を下記の返還先に振り込んでください。

口座名義人（請求人）

入札保証金提出書

入札保証金の金額

金融機関名

預金種別 　　普　通　　 ・　　当　座　　・　　貯　蓄　　・　　その他（　　　　　　　　　　　）
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平成  ２８  年 ２ 月 ２６ 日

（宛先） 川崎市長

入札者 住　　所

(所　 在)

　ふりがな

氏名 実印

(法人名・代表者名)

代理人 住     所

（所  在）

　ふりがな

氏名 印

千万 百万 十万 万 千 百 十 円

※ １
２

３

４

平成  ２８  年 ２ 月 ２６ 日

（あて先） 川崎市長

入　札　者 住　　所

（委　任　者） (所　 在)

　ふりがな

氏名 実印
(法人名・代表者名)

代　理　人 住     所
（受　任　者） （所  在）

　ふりがな

氏名 印

※ １

2 　入札者（委任者）の印鑑は必ず実印を使用してください。
3 　代理人（受任者）の印鑑は、必ず上記入札書と同一の印鑑を使用してください。
4 　入札書及び委任状（この書面）は、物件番号及び氏名（法人名）を記載した封筒に封入してください。

   私は、「平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け」の一般競争入
札にあたり、次の代理人に上記物件番号の入札に関する一切の権限を委任します。

　本委任状は、代理人が入札に参加する際に御記入いただくものです。入札者本人が入札する場合には、
記入する必要はありません。

金     額

委  　任　  状
平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け

　次の委任状は、記入の有無に関わらず、切り取らないでください。

　入札金額は、１か月間（月額）の貸付料（消費税及び地方消費税に相当する額を除く）を記載してくださ
い。なお、入札金額は、アラビア数字で明確に記入し、金額の頭初に「￥」を必ず記入してください。入札金
額を書き損じた入札書は無効となります。

　提出書類に押印する印鑑（実印）は、すべて同一のものを使用してください。

　本入札書への御記入にあたっては、必ず入札案内書を御確認ください。

入    札    書
平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付け

物件
番号

　「平成２７年度　一般競争入札による市有財産（証明写真撮影機設置場所）一時貸付けの案内書」に記載された
内容を全て承知し、次のとおり入札します。

1
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入札会場案内図 
 

場 所   多摩区総合庁舎 １１階 １１０２会議室 

川崎市多摩区登戸１７７５番地１ 

連絡先   多摩区役所まちづくり推進部総務課 

川崎市多摩区登戸１７７５番地１（多摩区総合庁舎１０階） 

電話 ０４４－９３５－３１２４ 
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